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PT. Citra Surya Komunikasi の第三者割当増資の引受（子会社化） 

に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、インドネシア共和国にある PT.Citra Surya Komunikasi 

（以下、「CSK」という）が実施する第三者割当増資を引受け、同社を子会社化するとともにイン

ドネシアおよび南西アジア地域においてデジタル広告事業に参入していくことを決議しましたの

で、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．第三者割当増資の引受の理由 

当社は、以前からタイ証券市場に上場している中央宣興タイランド（以下、「CST」という）の

株式を保有し、CST を核としてアジア各国で事業展開を図る中央宣興グループと協業関係を構築

しておりました。しかしながら、CST の経営不振により、中央宣興グループは、現在、グループ全

体の事業再編成を実施中です。この一環として、同グループ傘下の CSK は独自での資金調達を模

索しており、今回の第三者割当増資により資本充実を行うことになりました。インドネシアは人

口 2.5 億人を超える大国でありますが、今後とも人口増加に合わせて経済発展が期待されており

広告事業も伸びると考えられております。 

また、当社は、別途スリランカ民主社会主義共和国においてもフィンテック企業である

SmartMetro への投資を行っております。本件 CSK の第三者増資の引受は SmartMetro と協業する

デジタル広告事業会社である zMessenger 社（代表：CEO Ms.Jayomi Lokuliyana、以下、「ｚM」）、

CSK と当社との３社で業務提携契約を締結し、スリランカにおいては交通広告事業、インドネシア

においては CSK 従来の顧客基盤のうえ、zM社の技術力を生かしたデジタル広告事業を展開するこ

とを目的としております。なお、将来的には、CSK、ｚMと当社の３社で合弁会社を設立すること

も検討しております。 

 

２．異動する子会社（PT. Citra Surya Komunikasi）の概要 

（1）名称 PT. Citra Surya Komunikasi 

（2）所在地 Sentral Senayan Ⅱ ,7fl,JL.Asia Afrika No.8,Jakarta 

Indonesia 

（3）代表者の役職・氏名 Rudy Harjanto, Commissioner 

（4）事業内容 広告代理店業務 



 

（5）資本金 1,906 百万ルピア（約 16百万円） 

（6）設立年月日 平成 12 年 04 月 18 日 

（7）大株主及び持株比率 PT Cetta Suryanusa Indonesia 66.42％ 

（8）上場会社と当該会社と

の間の関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 
当社は当該会社に対して 200千 USD 貸し付け
ています 

（9）当該会社の最近 3年間の経営成績及び財政状態（単位：百万ルピア） 

決算期 平成 26 年度 12月期 平成27年度12月期 平成28年度12月期 

純 資 産 ▲6,081 ▲4,776 ▲4,575 

総 資 産 85,106 25,082 39,682 

売 上 高 147,841 159,663 123,947 

 （注）1百万ルピア＝8,493 円（平成 29 年７月 14 日現在） 

 

３．第三者割当増資引受の方法 

同社が実施する第三者割当増資により発行する株式 198,400 株全てを当社が引受け、同社を当社の

子会社といたします。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（1）異動前の所有株式数 －株（議決権の数：－個） （議決権所有割合：－％） 

（2）取得株式数 198,400 株（議決権の数：198,400 個） 

（3）取得価額 1,984 百万ルピア（16.85 百万円） 

（4）異動後の所有株式数 198,400 株 

（議決権の数：198,400 個） 

（議決権所有割合：51％） 

 （注）1百万ルピア＝8,493 円（平成 29 年７月 14 日現在） 

 

５．日程 

（1）取締役会決議日 平成 29 年 7 月 18 日 

（2）契約締結日 平成 29 年 7 月 20 日 

（3）増資払込日 平成 29 年 8 月 15 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件による今期の連結業績に与える影響は現在精査中であり、業績予想の修正が必要と判断さ

れる場合には、速やかに公表いたします。 

 

以 上 


